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［事実の概要］
X1（Folien Fischer AG）は，特殊加工多層状の紙・フォイル製品の開発製造
及び販売を業とする会社で，スイスに本拠を有する。X1のグループ会社に属
し，同じくスイスに本拠をおくX2（Fofitec AG）は，カード状基材の形態等に
関するヨーロッパ特許権を保有している。Y はイタリアで設立された会社で
あり，種々の積層板・多層膜製品を開発，製造，販売している。Y のイタリ
ア弁護士は，2007 年 3 月 30 日付けの文書によって，X1に対し，X1の販売態
様，及び X2による特許ライセンスの不許諾がカルテル法に違反すると主張す
る内容の警告を行い，X1が違法行為の差止めに応じ，かつ話し合いによる解
決ができないときは，イタリアで提訴する予定であることを通告した。X1及
び X2は，Yの警告書は，イタリア以外での，とくにスイス及びドイツ市場で
の違反行為を内容とするものなので，ドイツに不法行為地があると考えて，共
同して，ドイツ・ハンブルグ地方裁判所において Yに対し，次のような消極
的確認の訴えを提起した。すなわち，X1は，自社製品の廉価販売や売買契約
に関する現行の販売実務等を差し止める義務を負わないこと，Yに対し損害
賠償義務を負わないことの確認，並びにX2は，Yに対しX2が保有するヨーロ
ッパ特許のライセンスを与える義務を負わないことの確認，をそれぞれ請求す
る訴えである（本件訴え）。
427
） ECLI: EU: C: 2012: 664.
このドイツでの消極的確認の訴えの提起後，Y及びYのスイスの子会社は，
イタリア・ミラノ地方裁判所において，X1及び X2に対し，カルテル法違反に
基づく損害賠償と問題になっているヨーロッパ特許権のライセンスの付与を求
める給付の訴えを提起した（その後，この訴訟手続は本件訴えを理由に中断され
ている）。
ハンブルグ地方裁判所において，被告 Yは，原告も被告もともに外国会社
であり，Y の製品をドイツに販売しているのは Y のスイス子会社なので，Y
が X1らに送付した警告書はドイツ市場には関連せず，またX2に対するライセ
ンス付与請求権が及ぶ地理的範囲は管轄原因にならないと主張して，本件訴え
についてドイツの裁判所の国際裁判管轄を争った。2008年 5 月 9日，ハンブ
ルグ地方裁判所は，本件訴えを，国際裁判管轄が認められないことを理由にし
て却下した。
X1及び X2は，控訴を提起して，本件各訴えはブリュッセルⅠ規則2) 5条 3
号に基づきドイツの裁判所に不法行為地の国際裁判管轄が認められると主張し
た。X1らは，第 1審での主張に加えて，次のような理由を追加した。すなわ
ち，Yの警告書は X1らのドイツ国内でのカルテル法の違反行為も含んでいた
こと，裁判外の交渉でも同様の主張であったこと，さらに Yが，その後にミ
ラノ地裁で提起した，ほぼ真逆の給付の訴えは，国内法ではなく，ヨーロッ
パ・カルテル法に依拠していることは明白であり，またドイツ国内で Y社製
品を販売した Yの子会社が被った損害の賠償も請求していること，そして Y
はドイツを含むヨーロッパ特許のライセンスの強制付与を要求していること，
である。
ハンブルグ高等裁判所は，ドイツの裁判所の国際裁判管轄を否定して訴えを
却下した第 1審判決を支持して，X1らの控訴を棄却した。ハンブルグ高等裁
判所は，その理由として次のように述べる。すなわち，「本件の消極的確認の
訴えの特色は，X1らによるカルテル法違反が存在すること，つまりドイツ国
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） 同規則について，中西康「民事及び商事事件における裁判管轄及び裁判の執行に関す
る 2000 年 12 月 22 日の理事会規則（EC）44/2001（ブリュッセルⅠ規則）（上）」国際商
事法務 30巻（2002）3号 317頁の訳文を参照している。
内で実行された不法行為が存在することの確認を求めることにあるのではなく，
むしろ，その訴えの対象は，原告がカルテル法を遵守して行動していたこと，
つまりドイツ国内においてまさに不法行為が実行されなかったと主張すること
にある。ブリュッセルⅠ規則 5条 3号が消極的確認の訴えに適用できるかどう
か，大いに争いがあるが，本裁判所は多数説と目される否定説を支持する。被
告住所地の原則から離れるブリュッセルⅠ規則 5条は，狭く解釈されなければ
ならない。不法行為の原因行為地の裁判籍の根拠となる，紛争と，損害を引き
起こした出来事の所在する裁判所との間のとくに密接な関係性は，給付の訴え
のみならず，消極的確認の訴えの場合にも存在し得るものである。しかし，不
法行為の不存在が主張されているような紛争を結びつけることはブリュッセル
Ⅰ規則 5条 3号の現在の文言から導き出すことはできない，と言わなければな
らない。｣3)。
X1らの上告をうけて，ドイツの連邦最高裁判所（BGH）は，本件においてブ
リュッセルⅠ規則 5条 3号に基づく不法行為地裁判籍の適用可能性が問題の中
心になっていると判断した（同裁判所は，原審とは異なり，肯定説に傾いていた）。
そして，BGHは，この問題についていまだ EU司法裁判所の判例は存在せず，
また各締約国の判例及び学説でも争われていると考えたので，この問題に関す
る先行判決を求めるためEU司法裁判所に本件を付託した4)。
［判 旨］
2001 年ブリュッセルⅠ規則 5条 3号は，次のように解釈されなければなら
ない。すなわち，不法行為または準不法行為に基づく損害賠償義務が存在しな
いことの確認請求を申し立てる消極的確認の訴えに，本規定を適用することが
できる。
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） BeckRS 2011, 05534.
） BGH, Beschluss v. 1. 2. 2011, KXR 8/10, GRUR 2011, 554.
［研 究］
 本判決の意義
ヨーロッパ連合（EU）の域内において国際的二重起訴（国際的訴訟競合）を
規制するブリュッセル条約 22条及びその後継者であるブリュッセルⅠ規則 27
条は，ヨーロッパ（EC/EU）司法裁判所の判例によって明らかにされた解釈態
度，すなわち①規制対象となる事件の同一性の拡大的解釈5)，及び②厳格な先
訴優先主義6)によって特徴付けられる。それらにしたがうと，国際的な不法行
為事件（差止請求事件を含む）において，その被害者であると主張する者（＝自
称被害者）から加害者であると名指しされ警告を受けた者（＝推定加害者）が，
先んじて，この自称被害者を相手取って損害賠償義務または差止義務の不存在
の確認を求める消極的確認訴訟を提起し，その後に，自称被害者が，推定加害
者を相手取って，別の締約国の裁判所において，同一事件に関して給付の訴え
を提起した場合，この後行の裁判所は，先行して係属した消極的確認訴訟に関
して（先行の）受訴裁判所が裁判管轄の不存在を宣言するまでの間，給付訴訟
の手続を中止しなければならない（ブリュッセルⅠ規則 27条）。
このようなEUの国際的訴訟競合の規制方法が貫徹されるならば，不法行為
の推定加害者は，イタリアやベルギーのように甚だしい訴訟遅延が常態化して
いる締約国の裁判所，あるいは準拠法やその他の理由で自己に有利な訴訟活動
及び判断を期待することができる締約国の裁判所を恣意的に選んで，先に消極
的確認訴訟を提起することによって，自称被害者が自分に有利な締約国の裁判
所で給付訴訟を提起することを妨げることが可能になる。このような推定加害
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） Tatry 事件判決（Case C-406/92,［1994］ECR I-5439）。本判決について，石川明 =石
渡哲編・EU の国際民事訴訟法判例（2005）176頁（酒井一），越山和広「ヨーロッパ民
事訴訟法における国際的訴訟競合規制の動向」石川明 =櫻井雅夫編『EU の法的課題』
（1999）281頁で詳しく紹介と検討がされている。
） Gasser事件判決（Case C-116/02,［2003］ECR I-4963）。本判決は，野村秀敏 =安達
栄司編著・最新 EU民事訴訟法判例研究Ⅰ（2013）296頁（安達）で紹介検討されてい
る。
者による戦略的な消極的確認訴訟は，ヨーロッパではトルペード（Torped。魚
雷）と称されて，その濫用対策の要否または方法をめぐって盛んに議論されて
きた7)。
戦略的な消極的確認の訴えを濫用的であるとして制限しようとするならば，
その方法は，第 1 に，国際的訴訟競合規制における先訴優先主義を緩和して後
行の，自称被害者による給付訴訟を中止させないこと，または第 2 に，消極的
確認訴訟に関する国際裁判管轄を制限すること，のいずれかであろう。前者の
方法は，すでに新しいヨーロッパ国際民訴法として施行された 2012 年のブリ
ュッセルⅠａ規則において，部分的に導入された8)。後者の方法は，この間に
ブリュッセル条約・I規則の各締約国の下級審判例または学説において，戦略
的な消極的確認の訴えに関しては，不法行為地に基づく国際裁判管轄の規定
（ブリュッセルⅠ規則 5条 3号）の適用を認めない（被告住所地国の裁判所にしか
国際裁判管轄を認めない）という解釈上の見解（否定説）として具体的に主張さ
れてきた。
EC/EU 司法裁判所は，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号の不法行為地裁判籍が，
戦略的な消極的確認の訴えについても利用できるのか否かという問題について，
これまで判断していなかった。本判決において，EU司法裁判所は，否定説に
従うことを答申した法務官意見を斥けて，この問題について肯定説を支持する
ことを初めて表明したのである。EU司法裁判所が，ヨーロッパにおいて強く
批判されることもあったトルペードという訴訟戦略にお墨付きを与えたとも評
価できる本判決は，大いに注目されるべきである。
 本判決の内容
⑴ 前提の確認
本判決において，EU司法裁判所に付託された問題，すなわち不法行為に基
づく損害賠償義務が存在しないことの確認を求める消極的確認の訴えにブリュ
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） 田中孝一「欧州知的財産訴訟の最新トピックス」判タ 1089 号（2002）38 頁。
） 芳賀雅顯「国際裁判管轄の専属的合意と国際的訴訟競合の関係」慶應法学 28 号
（2014）273頁。
ッセルⅠ規則 5条 3号の不法行為地裁判籍が適用可能かどうか，について判断
するまえに，EU司法裁判所は二点を確認する。第 1 に，ブリュッセルⅠ規則
の諸規定は自律的に，かつ同規則の体系と目的を考慮して解釈されなければな
らない（判決理由第 30節9)）。その際に，同規則の前身であるブリュッセル条約
について EC司法裁判所が示した解釈論は，両者の同趣旨の規定に関するもの
である限り，維持される。不法行為地裁判籍を定めるブリュッセルⅠ規則 5条
3号及び重複訴訟を規制する同 27条はまさにそのような規定であり，解釈論
の継続性が肯定される（判決理由第 31節，第 32節10)）。第 2 に，ブリュッセル
Ⅰ規則は，提訴し，または提訴されるべき裁判所が原告または被告に容易に判
るよう規定内容を定め，よってEUの居住民の権利保護を向上させるという法
的安定性の目的を追求していると同時に，整然とした裁判運営の促進という目
的も考慮して解釈されなければならない（判決理由第 33節，第 34節）。
⑵ ブリュッセルⅠ規則 5条 3号の適用範囲
本判決は，まずブリュッセルⅠ規則 5条 3号の不法行為地裁判籍の規定の文
言に注目する。すなわち，その文言から見ると，同規定は，不法行為または準
不法行為に基づく請求が手続の対象になっている事案であることだけを要求し
ており，本件のような推定加害者が提起する，損害賠償義務の不存在の確認を
求める消極的確認の訴えをその適用範囲から排除することは読み取ることがで
きない（判決理由第 36節）。次に，本判決は同規定に関する EU 司法裁判所の
確定判例を引用して，こう確認する。すなわち，不法行為地管轄を定める同規
定は，損害をもたらす事件が発生した，または発生する恐れのある場所に所在
する裁判所と紛争との間に特別に密接な関連性が存在し，そのことによって整
然として裁判運営と訴訟の適正な形成に役立つことによって正当化される（判
決理由第 37節11)）。その際のキーワードは，訴訟対象の近接性と証拠調べの容
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） ここで Zuid-Chemie,［2009］ECR I-6917 判決の第 17 節及び eDate Advertising and
others,［2011］ECR I-10269判決の第 38節が引用されている。前者は，野村 =安達編・
前掲書 227頁，後者は安達「インターネットにおける人格権侵害の国際裁判管轄」国際
商事法務 41巻 2号（2013）282頁で紹介検討されている。
10） Zuid-Chemie事件判決の第 19節が引用されている。
易さ12)である（判決理由第 38節）。そして，「損害をもたらす事件が発生したか，
発生するおそれがある場所」という同規定の文言には，結果発生地と原因行為
地の双方が含まれ，原告の選択によって，被告はいずれかの地の裁判所で提訴
される（判決理由第 39節）。不法行為に基づく請求を訴訟対象とする事件につ
いて不法行為地管轄を肯定するために，受訴裁判所は，この結果発生地または
原因行為地のいずれかを連結素として確定しなければならない（判決理由第 40
節）。
⑶ 消極的確認の訴えの特殊性
EU 司法裁判所は，消極的確認訴訟の特殊性を指摘して検討を進める。すな
わち，消極的確認訴訟においては，不法行為法における通常の役割が逆転して
おり，加害者が原告として登場して，被告には損賠償請求権を生じさせる法律
要件が欠ける，ということを主張することに特殊性がある（判決理由第 41節，
第 42節）。しかし，本判決では，消極的確認訴訟のこの特殊性は，ブリュッセ
ルⅠ規則 5条 3号の不法行為地管轄の適用を排除しない，と結論付けられる。
その理由は，従来の判例において繰り返し強調されてきたブリュッセルⅠ規則
5条 3号が追求する二つの目的，すなわち裁判籍の予見可能性と法的安定性は，
原告か被告かという訴訟上の立場によって左右されないからである（判決理由
第 45節）。
これ加えて，EU 司法裁判所は，ブリュッセルⅠ規則の第 2章の第 3〜5節
において保険事件で保険契約者（第 3節）が，消費者事件で消費者（第 4節）
が，労働契約事件で労働者（第 5節）がそれぞれはじめから弱者として見なさ
れて明文をもって管轄法上の保護が与えられているのとは異なり，同規則 5条
3号では，弱者当事者に対し強力な保護を与えることは目的とされていないこ
とを指摘する（判決理由第 46節）。つまり，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号が適
用されるための前提として，自称被害者が原告になって訴えを提起しているこ
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11） 前掲の Zuid-Chemie事件判決第 24節及び eDate事件判決第 40節が引用されている。
12） Case C-167/00,［2002］ECR I-8111 判決の第 46節及び Zuid-Chemie事件判決第 24節
が引用されている。前者について，野村＝安達・前掲書 218 頁で紹介検討されている。
とは要求されないのである。EU司法裁判所は，推定加害者が消極的確認訴訟
を提起する場合と，自称被害者が損害賠償請求訴訟をする場合とで，利害関心
は全く異なっているが，しかし，要件事実論から見ると，受訴裁判所が実施す
る事実上及び法律上の審理対象はほとんど同一であることも指摘する（判決理
由第 47節，第 48節）。これについて EU司法裁判所は，ヨーロッパの国際的訴
訟競合規制における事件の同一性に関するリーディングケース（Tatry 事件判
決13)）を引用して，損害賠償金の支払いを求める訴えの事案と，その訴えの被
告が提起する損害賠償義務不存在の確認請求の訴えの事案では，同一請求権が
問題になっていることを確認する（判決理由第 49節）。しかも，管轄審査の段
階においては，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号の不法行為地裁判籍を肯定するに
足りる連結素（原因行為地または結果発生地）の存否に審査対象は限られている
ので，消極的確認訴訟の特殊性が管轄審査に影響を及ぼすことはない（判決理
由第 50節）。以上の理由を述べて，EU 司法裁判所は，原因行為地または結果
発生地を連結素とするブリュッセルⅠ規則 5条 3号による不法行為地管轄の適
用対象から，消極的確認の訴えが排除されることはない，という本判決の結論
に到達した。
本判決を締めくくる二つの節をここで訳出しておこう。「消極的確認の訴え
のなかで主張されている重要な諸事実が，損害をもたらす事件が発生した国家
または損害が発生した，もしくは発生する恐れが生じた国家の，いずれかとの
結びつき（連結）を示すことができるのであれば，上述の判決理由第 39節で
あげた判例法により，そのことによって，それらの場所（のひとつ）に所在す
る裁判所は，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号に基づきこの消極的確認の訴えに関
する裁判管轄を有すると正しく宣言をすることができる。その際には，訴えが
不法行為の自称被害者によって提起されたのか，それともその行為から生じる
債権の推定債務者から提起されたのかは問題にならない（判決理由第 52節）。」
「それに対して，裁判籍があると主張されている国家において，裁判所が本判
決第 39節であげた二つの連結素（原因行為地と結果発生地）のいずれも確定で
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きないならば，裁判管轄があると判断することは許されない。そうでないと，
ブリュッセルⅠ規則 5条 3号の二つの目的が無視されることになるからである
（判決理由第 53節）。」
 検 討
EU 司法裁判訴は，本判決において，ブリュッセルＩ規則 5条 3号の規定の
文言から見ても，また規定の目的を考慮しても，消極的確認の訴えが同規定に
よる不法行為地の裁判籍の適用範囲から排除されないことを明言した。本判決
は，ブリュッセルＩ規則の各締約国の判例と学説を二分してきた論争に終止符
を打つものとして重要な意義を有する。従来の議論状況を概観するならば，比
較的多くの締約国の裁判所が消極的確認の訴えに対して不法行為地管轄を適用
することを拒否するという傾向にあったのに対し，学説では肯定説が多数であ
ったといえる14)。
⑴ 従来の判例の状況
従来の締約国裁判所の裁判例の状況を見ると，イタリア，ベルギー，及びス
エーデン，さらにフランスの裁判所が否定説を明確に表明していた。それぞれ
の理由として次のように述べられていた。すなわち，消極的確認の訴えの場合，
原告の主張からは損害発生を基礎づける不法行為の要件事実が明らかにならず，
むしろ原告の行為の適法性や損害の不発生が主張されていること，原告の損害
賠償義務の存在を判断する訴えになっていないこと，不法行為地管轄の目的か
らすると，損害発生の確定を求める訴えに限り適用可能であること，消極的確
認の訴えに不法行為地管轄を開くならば，自称被害者から損害発生地の裁判所
で提訴する権利を奪うことになること，である。さらに，損害賠償を求める給
付訴訟を阻止するためのトルペード訴訟の提起は，管轄規則の濫用を意味する
ということも理由とされた。
それに対して，スイス及びドイツの裁判例は，不法行為地管轄の規定を消極
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14） 以下の叙述は，Sujecki, Torpedkagen im europäischen Binnenmarkt, GRUR Int 2012,
19 に依拠する。
的確認の訴えに適用できると判断してきた。たとえば，スイスの連邦裁判所の
判例は次のようにその理由を述べる15)。「消極的確認の訴えは，被害者が提起
する，損害賠償金の支払いを求める，または加害者が損害賠償義務を負うこと
の確定を求める訴えとは『鏡に映したような関係』にひとしいものであり，よ
って不法行為地管轄の規定（ルガノ条約 5条 3号）は消極的確認の訴えにも適
用できる。被害者ではなく，加害者が管轄裁判所の場所を定めることになると
いう事実だけでは，不法行為裁判籍を消極的確認の訴えに適用しないという理
由にはならない。なぜなら，加害者は，その行動を通じて，原因行為地とその
地を管轄する裁判所を定めることができるからである。もちろん，そのように
加害者が管轄裁判所を選択することができるための前提には，当該受訴裁判所
には事案との特別の近接性が認められる，ということがある。」
⑵ 従来の学説の状況
ヨーロッパの学説の多くは，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号を消極的確認の訴
えにも適用することを肯定していたとみられている16)。肯定説の理由は，次
の通りである。第に，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号の文言から消極的確認の
訴えを排除することは読み取れない。次に，事案近接性という不法行為地裁判
籍の規定趣旨からみても消極的確認の訴えの適用は否定されない。すなわち，
消極的確認の訴えの場合にも十分な事案近接性が存在しており，給付の訴えで
あれ，消極的確認の訴えであれ，裁判所は推定加害者による行為態様を審査し
なければならない。それ以上に，損害賠償を求める給付の訴えと消極的確認の
訴えは同一の訴訟対象を問題にしているという，EU司法裁判所の判例で確立
された核心理論17)も，肯定説の論拠になる。そのほかに，ブリュッセルⅠ規
則の他の裁判籍（例，同規則 5 条 1 号の義務履行地）において，給付の訴えと
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15） Schweizerisches Bundesgericht, Urt. v. 13. 3. 2007, IPRax 2008, 544.
16） 以下の叙述も，Sujecki, Torpedkagen im europäischen Binnenmarkt, GRUR Int 2012,
21 に依拠する。なおドイツにおける学説状況の詳細は，Eberl, Eimal Opfer, immer
Opfer? §32 ZPO und negative Feststellungskagen, FS Schütze（2014）, S 52, S 53 ff. にも
詳しく述べられているが，Eberl によれば，本判決が出るまでのドイツの学説では否定
説と肯定説が拮抗している。
（消極的または積極的）確認の訴えで適用の可否が区別されないことに言及する
学説もある。最後に，消極的確認訴訟の提起が，被害者に不利益を与えること
を意味するわけではないことも指摘される。なぜなら，不法行為地裁判籍の目
的は，被害者保護にあるのではなく，むしろ裁判所と事案との近接性を保証す
ることにあるからである。さらに，加害者もまた，自己の行動が不法行為を構
成しないこと，よって損害賠償義務を負わないことを確認することについての
利益を有するとも言われる。
⑶ 本判決の評価と日本法への示唆
本件を担当した法務官18)が提出した最終意見19)は，従来の締約国の裁判例
において主張されてきた否定説を支持するものであった。すなわち，ブリュッ
セルⅠ規則 5条 3号の文言，同規定の目的論的及び体系的解釈，さらにトルペ
ード訴訟の濫用の危険の拡大を詳細に述べて，消極的確認の訴えについて同規
定の適用を排除するというものであった。しかし，上述の通り，EU司法裁判
所は，ブリュッセルⅠ規則 5条 3号の文言，事案との近接性という不法行為地
裁判籍の正当化根拠，消極的確認の訴えの特殊性の無考慮，被害者保護の度外
視，そして従来の確定判例との整合性という簡潔な理由付けをもって，従来の
学説で有力に唱えられてきた肯定説を支持することを本判決で明言したのであ
る。
訴訟戦略としてトルペード訴訟の提起を排除しないことを明らかにした本判
決は，肯定説の支持者からは無条件で歓迎されている20)。本判決によって，
EU民事訴訟法としての解釈は確立されたと見ることができる。ただし，たと
戦略的な国際的消極的確認の訴えと不法行為地管轄の適用範囲（安達栄司) 437
17） 核心理論とは，前掲注 5）の Tatry 事件判決で明らかにされた，ヨーロッパ民事訴訟
法における事件の同一性を判断する概念である。核心理論については，ほかに本間学
「ヨーロッパ民事訴訟における核心理論について」立命館法学 2005 年 6号 267頁を参照。
18） EU司法裁判所における法務官の役割について，吉野正三郎・ECの法と裁判（1992）
444頁，齋藤哲「EC 裁判所における法形成の構造 アヴォカジェネラル（法務官）の役
割を中心にして」判タ 732号（1990）32頁参照。
19） ECLI: EU: C: 2012: 226．法務官意見は，BeckRS 2012, 81347 にも掲載されている。
20） Sujecki, EuZW 2012, 952.
えば従来から肯定説が多数説であると考えられてきたドイツにおいて，同じく
不法行為地管轄を定める国内法，すなわち ZPO 32条の解釈としては，EU司
法裁判所が本判決を下したにもかかわらず，消極的確認の訴えを排除するべき
であるとの消極説を強く唱える見解がまだあることは21)，EU司法裁判所の判
例法と国内法の解釈にも関連する論点を含み，留意しなければならない。
ブリュッセルⅠ規則が定める各裁判籍についての解釈論を明らかにする EU
司法裁判所の判例は，わが国の国際民事訴訟法にとって比較法の材料を提供す
る。本判決について言うならば，わが国の初期の国際民事訴訟法学を牽引した
国際的訴訟競合論にとって重要な示唆がある。すなわち，昭和 48年の関西鉄
工事件を嚆矢として，外国で提起される（た）給付訴訟に対抗して，日本の裁
判所に反対の趣旨の消極的確認訴訟を提起するという国際的訴訟競合（原告被
告逆転型）がわが国で頻繁に生じていた22)。そのような対抗訴訟としての消極
的確認の訴えにとって最初の関門が，わが国の裁判所に国際裁判管轄が認めら
れるかどうかであった。関西鉄工事件の大阪地（中間）判昭 48・10・9 判時
728 号 76頁23)は，次のように述べて，不法行為事件（製造物責任事件）の推定
加害者が提起した外国の自称被害者に対する損害賠償義務の不存在の確認を求
める内容の訴えについて（旧）民訴法 15条の不法行為地裁判籍に依拠して日
本の国際裁判管轄を肯定した。
「……五，以上のように，製造物責任の性質を解するとすれば，製造物責任
訴訟についての国際裁判管轄の有無については，民事訴訟法第 15条第 1項の
規定をしんしゃくして，同条同項にいう不法行為地のいかんによって，本件製
造物責任訴訟の国際裁判管轄を定めるのが相当であり，かつ，かかる基準は製
造物責任の有無について，不法行為地が利害関係に密接なことに鑑みれば，条
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21） Eberl, aaO S. 54.
22） 安達栄司「国際的訴訟競合」新堂幸司 = 高橋宏志 =加藤新太郎編集・実務民事訴訟講
座〔第三期〕第 6巻（2013）385頁。
23） ユージン・ダハナー「判批」ジュリ 623 号 150 頁，土井輝生「判批」ジュリ 569 号
142頁，越川純吉「判批」判時 743号 222頁，佐藤哲夫「判批」渉外判例百選［増補版］
270頁，道垣内「判批」渉外判例百選［第二版］220頁。
理上も相当といえる。（もっとも，本訴は，米国第二訴訟の求償債務すなわち製造
物責任（不法行為）に基づく損害賠償債務について，その不存在確認を求める訴で
はあるが，このような不法行為に関する損害賠償請求権の消極的確認の訴について
一般的には民事訴訟法第 15条第 1項の規定が適用されることは，同規定が不法行為
に関する訴につき，主として証明の便宜という観点から裁判籍を認めている趣旨か
らも明らかであり，したがって，本訴の国際裁判管轄についても，同一の基準によ
って判断することが許されることに多言を要しない。）
そして，同条項にいう不法行為のなかには加害行為地も含まれると解すべき
ところ，米国第二訴訟の原告（すなわち本件被告丸紅飯田（アメリカ）会社）の
主張によれば，本件原告が設計または製造につき欠陥のある本件プレス機械を
製造したという違法（加害）行為が原因となって同被告が米国第一訴訟で敗訴
し，ために損害を被るおそれがある，というのであり，そして，原告の主張に
よれば本件プレス機械を日本（大阪）で設計し，かつ製造したというのであり
（このこと自体関係当事者の主張等の弁論の全趣旨により認めることができる），か
かる（設計または製造につき）欠陥のある本件プレス機械の製造（設計も含む）
という加害行為がなされた土地という観点からみると同規定にいう不法行為地
には日本（大阪市）が入るものである。したがって本件訴訟については，不法
行為に関する特別裁判籍（管轄）についての民事訴訟法第 15条第 1項の規定
を参酌すると，管轄に関する他の規定について更に検討を加えるまでもなく，
日本の裁判所は国際裁判管轄（権）を有するというべきであり，しかも前述し
たところによれば，当裁判所において土地管轄を有することは明らかである，
（なお，本件訴訟は製造物責任者相互間の求償債務訴訟であって，かかる相互間の裁
判管轄についても前述した性質からみて，前記と同一の基準が適用されることはい
うまでもない）……」。
関西鉄工事件と同様に，国際的な不法行為事件に関して，わが国に所在する
推定加害者が提起する損害賠償義務等の不存在の確認を求める消極的確認の訴
えについて，国際裁判管轄の根拠として不法行為地裁判籍を利用することがは
じめから排除されないという法解釈は，ごく最近の裁判例においても維持され
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ている24)。国際的な不法行為事件の紛争に巻き込まれた推定加害者が訴訟戦
術として提起する債務不存在確認の訴えの国際裁判管轄を肯定するために不法
行為地の裁判籍の利用を許してきたわが国の従来の判例から見ると，EU司法
裁判所が本判決において示した結論は違和感なく受容できるものであろう。
他方で，わが国の学説において，不法行為地管轄を肯定した関西鉄工事件判
決を批判して，「不法行為を否定する側が不法行為があったとされる地である
ことを理由に管轄を根拠づけることには理論上の問題があるばかりか，不法行
為地事件について不法行為地に管轄を肯定する根拠はひとり証拠収集の便宜だ
けでなく，被害者の提訴の便宜という考慮もあるのであり，加害者を原告とし
被害者を被告とする消極的確認訴訟についてまで不法行為地の管轄を肯定する
ことは不当であるというべきである」とする見解が以前から有力に主張されて
いた25)。平成 25 年の民訴法改正によってわが国の国際裁判管轄法は，民訴法
3条の 2以下において，明文規定をもって整備されたが，本判決で論じられた
ような不法行為地裁判籍の適用範囲（限界）という問題は，明文規定をおくこ
とが見送られた国際的訴訟競合の規制26)とともに未解決のまま残されている。
戦略としてのトルペード訴訟の提起を少なくとも不法行為地管轄の適用範囲か
ら排除しないという本判決の結論は，国際訴訟の実務において対抗的な消極的
確認の訴えの必要性と有用性が依然として否定できないわが国においても，大
いに注目して検討する必要があると言うことができる。
以上
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24） 横浜地判平成 26 年 8月 6 日判時 2264号 62頁（マイケルカーン事件）。ただし，本件
については，結果的にはわが国における不法行為地の存在が証明されていないと判断さ
れて，日本の国際裁判管轄が否定された。
25） 小島武司ほか・注釈民事訴訟法 1巻（1991）123頁（道垣内正人）。
26） 安達・前掲注 22）396頁以下参照。
